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ネットショッピングの市場規模は着実に拡大し，実スペースでの買い物行動を移行しつつある．これら

市場規模の拡大は，従来買い物行動の受け皿となっていた店舗の実スペースからの撤退を生むなど，既に

その影響は顕在化しつつある．このような流れは，買い物を目的とした都市の滞在者を奪っていくことで

賑わいの低下につながることが問題視されている．都市活性化の観点からは，ネットショッピングがもた

らす買い物行動の移行の実態をいち早く把握しておくことの意義は大きい．本研究では，実際に移行した

買い物行動に着目することで，(1)商品の特徴による移行要因を明らかにするとともに，(2)サイバースペ
ースへと移行した買い物行動の実態とその進展可能性を明らかにした． 
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1. はじめに 
 

2010年度からの5年間でのネットショッピングの市場
規模は，年平均成長率10.0%程度で着実に拡大するとさ
れている1)．そのような中，ネットショッピングはサイ

バースペース（ネット上での仮想的な空間）への買い物

行動の移行（本研究では従来の実スペースでの買い物行

動がサイバースペースへ移ることと定義）を通して，都

市の滞在者を奪うことが問題視2)されている．一方で，

ネットショッピングは従来の買い物行動の受け皿となっ

てきた店舗を実スペースから撤退させる3)など，既に特

定の商品においてはネットショッピングでしか購入出来

ないものも生まれつつある．そのため，都市活性化の観

点からは，ネットショッピングがもたらす買い物行動の

移行の実態をいち早く把握しておくことの意義は大きい．

この点に関しては，移行される買い物行動がどのような

買い物特性（買い物先や交通手段，商品など）を有して

いるかが重要なポイントになると考えられる．なぜなら，

既存研究4)において指摘されているように，商品などの

買い物特性によってサイバースペースとの結びつき方は

異なる．どのような買い物行動がサイバースペースへと

移行していくのか，その動向を捉えることが本研究の主

旨である． 
ちなみに，1980・90年代の初期の研究5)-8)から現在に至

るまで9)，サイバースペースがもたらす移行に関する議

論は幅広くアプローチされてきた．例えば，我が国にお

ける移行の実態を捉えようとする研究10)やどのような地

域・買い物行動がサイバースペースへと移行するのかを

明らかにしようとする研究11)-13)，個人の行動特性に着目

した研究10)14)などが行なわれるようになっている．また，

買い物行動の発生源である店舗側の移行実態からアプロ

ーチした研究4)15)や情報源となるメディア側の移行実態

に関する報告16)も行われるようになっている．さらに，

ネット利用者は日常の生活圏域が広がることを指摘した

研究17)やスケジューリングへの影響18)，地域性の崩壊を

危惧する議論19)等の研究展開も見られる．しかしながら，

どのような買い物行動がサイバースペースへとどれだけ

移行しているのかは十分に明らかにされていない．  
以上の背景を踏まえ，本研究ではどのような買い物特

性を有する買い物行動がサイバースペースへと移行して

いくのか，その実態と可能性について検討する．具体的

には下記の3点に着目した分析から，本研究の目的に応
えることとした． 
1) ネットショッピングの利用は必ずしも実スペースでの
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買い物を移行させるとは限らない．本研究では商品の

特徴を表す14の指標を既存の調査20)等を参考に設定し，

どのような特徴を有する商品が移行されているのかを

モデル的に検討する．  
2) 次に，移行した買い物行動がどんな商品で，どんな日
に，どこで，誰と，どんな交通手段で実施していたの

かを明らかにする．これにより，どのような買い物行

動がサイバースペースへと移行しているのか，その実

態を定量的に明らかにする． 
3) 加えて，消費者が移行した店舗に対して，将来的にそ
の店舗での買い物をサイバースペースへと完全に移行

させるのか，その可能性を消費者の意識から検討する． 
なお，本研究では上記1)2)3)の分析に対して，実際に
移行した買い物行動に着目することで，可能な限り実証

的な分析結果が得られるよう配慮している． 
 
 
2. サイバースペースへの買い物移行調査 
 

本研究では，実証的な観点からサイバースペースへの

買い物行動の移行に関する実態を解明する．そのため，

表-1に概要を示す“サイバースペースへの買い物移行調
査”を独自に実施した．具体的な調査の流れは，wave1
でネットショッピングの利用経験や個人属性等を調査し，

その後ネットショッピング経験者のみを対象にwave2を
実施している．wave2では，最も最近におけるネットシ
ョッピングでの具体的な購入商品とその特徴を14の観点
から調査した．また，その際のネットショッピングが実

スペースでの買い物行動を移行したのかどうかをあわせ

て確認した．さらに，移行経験者に対して，実際に移行

した最も最近の買い物行動を1サンプルに対して1つ，そ
の買い物行動の具体的な実施場所や交通手段，実施日の

状況，帯同者等に関して調査すると伴に，買い物行動の

将来的な移行可能性もあわせて尋ねた．加えて，実スペ

ースでどのような買い物行動をどれだけ実施しているの

かに関してもあわせて調査している．また，本調査は以

下の点において特長を有する． 
1) 移行する商品は，実スペースで購入していた商品と全
く同じとは限らない（例えば，ネットショッピング限

定の商品を購入することで，実店舗で販売している商

品を購入しなくなることもある）．本調査では既存研

究21)を参考に，“ネットショッピングでその商品を購

入していなければ，その商品，もしくは代わりとなる

商品を買いに出かけていたかどうか”を尋ねることで，

より厳密に移行を捉えられるよう配慮している． 
2) サイバースペースへの買い物行動の移行の実態を把握
する上では，そもそも実スペースでどの程度の買い物 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
行動を行なっているのかを把握しておく必要がある．

本調査では，上記の点と移行の実態とを同一被験者ベ

ースの調査から把握している． 
3) 本研究は現在よりもネットショッピングが浸透した社
会の状況を捉えようとするものである．本調査では調

査方法としてweb調査（gooリサーチ21））を採用する

ことで，日頃からインターネットやネットショッピン

グに慣れ親しんだ者を対象と出来るよう配慮している． 
 
 
3. 移行経験の実態 
 
調査結果から得られた移行経験者の割合を図-1に示す．
この図から，ネットショッピング経験者のうち74.7%の
者が移行した経験が有ることが分かる．次章以降では，

これら移行経験者を対象とした分析を行う． 
 
 
4. サイバースペースへの移行要因 
 
 先述したように，ネットショッピングの利用は必ずし

もそれが実スペースでの買い物の移行につながるとは限 
 

74.7% 25.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=546

移行経験者:408人

非移行経験者138人

図-1  wave2におけるネットショッピング 
経験者に占める移行経験者の割合 

調査項目 wave1 wave2

調査対象
茨城県南地域に
居住するgoo
リサーチ会員

wave1において、
ネットショッピング
経験者であった者

調査方法

有効サンプル数 955部 546部

・個人属性 ・移行経験の有無

・ネットショッピングの
  利用意向

主な調査項目

2010年11月1日（月）から
2010年11月2日（火）調査日

web調査（gooリサーチ）

2010年10月28日（木）から
2010年10月30日（土）

・移行した買い物行動
　（商品や交通手段など）

・買い物行動の移行可能
性

・ネットショッピングの
  利用経験と利用頻度

表-1  サイバースペースへの買い物移行調査の概要 
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らない．ここでは数量化理論Ⅱ類を用いることで，どの

ような特徴を有する商品がネットショッピングの利用に

よって移行しているのか，その要因を分析する．具体的

には，移行経験者が最も最近ネットショッピングで購入

した商品の特徴（図-2）と一般的な個人属性を説明変数，
その商品が移行したかどうか（図-3）を目的変数として
分析した．図-4に商品の特徴に着目した移行に関する要
因分析結果を示す．なお，この図は右側に行くほど，そ

の商品が移行されていることを示している．この結果か

ら，以下のことが考察できる． 
1) 商品特徴(c)(d)(g)において，移行する形でネットショッ
ピングが利用される傾向が強いことが明らかとなった．

これら商品特徴は，ネットショッピングでしか購入で

きない形態へと変化しているもの（ダウンロード商品

やネットショッピングでないと，バラ売りで購入でき

ない商品）や従来の実スペースでの買い物行動におけ

る短所（持ち運びに不便など）等を克服することで移

行が進展していると考えられる． 
2) 加えて，商品特徴(i)においても買い物行動を移行させ
ていることが確認された．近年では帰省や旅先からの

土産品を土産店（実店舗）ではなく，ネットショッピ

ングで購入できるサービスも増加しているが，今回の

結果はそれを支持する結果であるといえる． 
3) 一方で，商品特徴(b)(e)(h)(m)はネットショッピングで
購入されたとしても，移行されない傾向が強い．これ

ら商品特徴は実スペースで購入することが困難なもの

であり，移行という形ではなく誘発的にネットショッ

ピングで購入された商品であるといえる． 
4) なお，一般的な個人属性に着目すると，24歳以下の若
い世代においてネットショッピングを利用することで，

移行している傾向が見られた． 
 
 
5. サイバースペースへの移行実態 
 
以上のように，商品の特徴によって移行のしやすさが

異なることが明らかとなった．次の課題として，実スペ

ースでの買い物状況を考慮し，どのような買い物行動で

サイバースペースへの移行が進展しているのかを明らか

にしておく必要がある．そこで，本研究ではまず移行経

験者408人の実スペースでの年間買い物回数の合計72,696
回（回答者一人ひとりの1週間あたりの買い物回数を尋
ね，年間に拡大したものを合計）とサイバースペースへ

と移行した買い物回数の合計5,429回（回答者一人ひと
りの年間の移行回数を合計）がそれぞれ(A)どんな商品
であり，(B)どんな日に，(C)どこで，(D)誰と，(E)どんな
交通手段で買い物に出かけていたのかを調査した．そし

て，それら調査結果に対して独立性の検定を通じ比較検

討することで，どのような買い物行動においてサイバー

スペースへの移行が進展しているのかを把握する． 
図-5に買い物状況に着目したサイバースペースへの移
行実態を示す．この結果から，以下のことが考察できる． 
1) 総量ベースでは，(A)日常的に購入する商品ではない
ものほど，サイバースペースへと有意(1%水準)に移行
していることが明らかとなった．  

 

0% 25% 50% 75% 100%

(a)日常的に購入する食料品や日用
品である

(b)茨城県では購入出来ない商品で
ある

(c)ダウンロード商品である

(d)ネットショッピングでないと、バラ
売りで購入できない商品である

(e)地域特産の商品（北海道のカニ
など）である

(f)外国でしか取り扱っていない商品
である

(g)宅配業者にお願い、もしくは自動
車がないと運べない商品である

(h)ネットショッピング限定の商品で
ある

(i)贈り物（お土産やプレゼントなど）
として購入した商品である

(j)ネットショッピングで購入すると価
格が安い商品である

(k)ネットの閲覧中に衝動的に購入
した商品である

(l)お店で商品を確認してから、ネッ
トショッピングで購入した商品である

(m)お店では見た事がない商品であ
る

(n)購入したサイトは、ネットでたまた
ま見つけたサイトである

とても当てはまる

まあ当てはまる あまり当てはまらない

全く当てはまらない

N=408

図-2  移行経験者が最も最近ネットショッピングで 
購入した商品の特徴 

84.1% 15.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=408 非移行

移行

図-3  移行経験者が最も最近ネットショッピングを 
利用した際の移行の有無 
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N=37
N=49
N=79
N=243

(a)日常的に購入する
商品や日用品である

(b)茨城県では購入
できない商品である

(c)ダウンロード商品である

(d)ネットショッピングでないと、
ばら売りで購入できない商品である

(e)地域特産の商品
（北海道のカニなど）である

(f)外国でしか取り扱っていない
商品である

(g)宅配業者にお願い、もしくは
自動車がないと運べない

商品である

(h)ネットショッピング限定の商品である

(i)贈り物（お土産やプレゼントなど）
として購入した商品である

(j)ネットショッピングで購入すると
価格が安い商品である

(k)ネットの閲覧中に衝動的に
購入した商品である

(l)お店で商品を確認してから、
ネットショッピングで購入した

商品である

(m)お店では見た事がない商品である

(n)購入したサイトは、ネットでたまたま
見つけたサイトである

年齢

職種

性別

自由に使える車の有無

居住地のモビリティ環境

-1.5 -1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5

N=408　相関比：0.249　的中率：81.4%　軸の重心：-1.145(非移行)，0.217(移行)

※：1段目：とても当てはまる，2段目：まあ当てはまる，3段目：あまり当てはまらない，4段目：全く当てはまらない

65歳～

女性

25歳～44歳45歳～64歳

～24歳

男性

有り
無し

職業有り（兼業/有職

主婦・主夫は除く）
学生

無職

主婦・主夫

駅徒歩圏
駅徒歩圏外

N=7
N=14
N=40
N=347

N=42
N=53
N=98
N=215
N=12
N=6
N=30
N=360

N=5
N=16
N=17
N=370
N=5
N=4
N=27
N=372

N=22
N=37
N=45
N=304

N=17
N=22
N=22
N=347

N=15
N=11
N=19
N=363
N=125
N=138
N=48
N=97
N=17
N=44
N=81
N=266
N=34
N=49
N=68
N=257

N=226
N=182

N=70
N=75
N=60
N=203
N=30
N=69
N=73
N=236
N=32
N=225
N=127
N=24

N=366
N=42
N=79
N=329
N=256
N=85
N=31
N=36

移行非移行

※

図-4  商品の特徴に着目した移行に関する要因分析結果 
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2) また，(B)買い物以外にも他の用事で出かけていた日
や(E)自動車(自分で運転)においても有意(1%水準)に移
行していることが明らかとなった． 

3) 一方で，(C)買物先や(D)誰と出かけていたかに関して，
有意な関係は確認されなかった． 

 
 
6. サイバースペースへの移行可能性 
 
以上のように算出したサイバースペースへの移行実態

は，ネットショッピングの利便性向上によって，さらに

進展する可能性もある．そこで，ここでは消費者の意識

に着目し，移行経験者が最も最近移行した店舗に対して，

“ネットショッピングがより便利になれば行くことがな

くなると思うか（5段階評価：とてもそう思う1～全く思
わない5）”を尋ねることで，移行の進展可能性を検討
する．  
サイバースペースへの移行が進展すると思うか尋ねた

果を図-6に示す．その結果，移行した店舗に対して，ネ
ットショッピングがより便利になれば行くことがなくな

ると思っている者が45.8%（とてもそう思う+まあそう思 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
う）に達することが明らかとなった．一方で，ネットシ

ョッピングがより便利になったとしても，行くことがな

くなるとは思っていない者も26.2%（あまりそう思わな
い+全くそう思わない）存在する．そこで，このような
結果に移行した店舗で購入していた商品の特徴が影響を

及ぼしているのかに関して検討を加える． 
商品の特徴別にサイバースペースへの移行が進展する

と思うか尋ねた結果を図-7に示す．この結果より以下の
ことが考察できる． 
1) 商品特徴(i)において，62.1%の者がネットショッピン

16.2% 29.7% 27.9% 20.1%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=408

とてもそう思う まあそう思う

どちらともいえない あまりそう思わない 全くそう思わない

図-6  サイバースペースへの移行が進展すると思うか 

69.2%

22.3%

38.0%

66.7%

80.1%

80.2%

62.3%

59.3%

59.7%

67.9%

30.8%

77.7%

62.0%

33.3%

19.9%

19.8%

37.7%

40.7%

40.3%

32.1%
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サイバースペースへ
移行した買い物実施日の状況

実スペースでの
買い物先

サイバースペースへ
移行した買い物先

実スペースでの
買い物の帯同者

サイバースペースへ
移行した買い物の帯同者

実スペースでの
買い物の交通手段

サイバースペースへ
移行した買い物の交通手段

N=72696 （移行経験者408人の実スペースでの年間買い物回数）
N=5429 （移行経験者408人のサイバースペースへ代替した年間買い物回数）

(B)
どんな
日

(C)
どこ

(D)
誰

(E)
どんな
交通
手段

**

独立性の検定結果
（**:1%有意）
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帯同者無し

自動車（自分で運転）
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買い物だけ
を目的に出
かけていた

自動車（自分で運転）以外

帯同者有り

茨城県外

その他

図-5  買い物状況に着目したサイバースペースへの移行実態 
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グがより便利になれば，移行した店舗に行くことがな

くなると回答している．先の分析結果において，この

商品はネットショッピングの利用によって移行する傾

向が強く，今後実スペースから店舗が撤退していく可

能性もある． 
2) また，商品特徴(b)(d)(c)においても半数を超える者が店
舗に行かなくなる可能性を示している．実店舗では購

入することが困難な商品に関して，その商品に対応す

る店舗（バラ売りで商品を売ってくれない店舗や書

店・CDショップなど）が今後実スペースから撤退し
ていく可能性も考えられる． 

3) 一方で，商品特徴(e)(f)においては，たとえネットショ
ッピングが便利になったとしても，実店舗に行くこと

がなくなるとは思わないと回答している者が4割を超
える結果となった．個別の回答を詳細に確認したとこ

ろ，例えば旅行中に購入するので行くことがなくなる

とは思わないと回答している者もおり，商品を購入す

ることだけが目的ではない買い物行動（旅行中の買い

物など）に関しては，現時点ですぐに店舗の撤退が進

む可能性は低いことを示す結果であるといえる． 
4) また，商品特徴(l)において，実店舗に行くことがなく
なるとは思わないと回答している者の割合が相対的に 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高い．この結果は，今後消費者が実スペースでの店舗

を“商品の確認”だけに使用し，“実際の購入”はサ

イバースペースの店舗で行うという使い分けを進めて

いく可能性があることを示唆している． 
 
 
7. おわりに 
 
 本研究の成果を以下に示す． 
1) ネットショッピングでしか購入できない形態へと変化
しているもの（ダウンロード商品やネットショッピン

グでないと，バラ売りで購入できない商品）や従来の

実スペースでの買い物行動における短所（持ち運びに

不便など）を克服した買い物行動ほど移行する傾向が

強い． 
2) また，買い物だけを目的に出かけていた日よりも，買
い物以外にも他の用事で出かけていた日の買い物ほど

サイバースペースへと移行していることが明らかとな

った．加えて，自動車利用を伴わない買い物よりも，

自動車利用を伴う買い物ほどサイバースペースへと移

行していることもあわせて確認された． 
3) ただし，商品を購入することだけが目的ではない買い
物行動（旅行中の買い物など）等は依然として実スペ

ースに残る可能性が高い． 
4) また，今後消費者は実スペースでの店舗を“商品の確
認”だけに使用するケースも増えていく可能性が示唆

された．ネットショッピングが浸透すれば，“都市の

滞在者を増やすことが必ずしもその都市の売り上げに

貢献するとは限らない”ことにも注意する必要がある． 
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